
「日本人のための食事ガイド（仮称）ワーキンググループ」に
ついて

第１回 栄養・食生活に関する専門委員会
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第221回国会 高市総理施政方針演説（令和8年2月20日閣議決定・抄）

人口減少・少子高齢化においては、社会保障制度における給付と負担の在り方や所得再分配機能

について、国民的議論が必要です。国民会議において、与野党の垣根を越え、有識者の叡智（えいち）

も集めて議論し、結論を得ていきます。

また、データヘルスや保険者機能の強化、健康経営に取り組む地域企業への支援、がん検診・歯科

健診の推進を通じ、「攻めの予防医療」を具体化させます。健康寿命の延伸を図ることで、皆が元気

に活躍し、社会保障制度を含めた社会の支え手となっていただけるようにします。

国力、そして社会経済の活力を維持するためには、生産性向上の効果を加味した上で、将来必要と

なる労働力人口の規模を考える必要があります。少子化傾向の反転、労働参加率向上、外国人の法

令に則った厳正かつ適正な就業などを踏まえ、腰を据えて検討してまいります。

（３） 総合的な人口政策・外国人との秩序ある共生社会の実現

（少子高齢化・人口減少に対応した社会経済の再構築）

引用元：令和8年2月20日 第２２１回国会における高市内閣総理大臣施政方針演説 | 総理の演説・記者会見など | 首相官邸ホームページ
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厚生労働省における「攻めの予防医療」等の推進
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栄養・食生活 がん・循環器病等 歯科保健 認知症 リハビリテーション 性差に由来するヘルスケア

⚫ 疾病リスクの低減に
資する健康的な食事
の内容や適切な摂取
量等の効果的な発信

⚫ 自治体、保険者、産業
界、学術団体等とも
広く連携し、情報の周
知・活用を実施

⚫ 就労状況に応じた効果
的な検診・健診の受診
勧奨の推進

⚫ 職場におけるがん検診
の受診勧奨及びその結
果に基づく医療機関へ
の受診勧奨の強化（大
臣指針の改正）

⚫ 検診・健診の結果、医
療が必要な者への受診
勧奨の強化

⚫ がん・循環器病等の予
防に関する情報発信の
推進

⚫ 生涯を通じた歯科健
診（いわゆる国民皆歯
科健診）の推進にむけ
て、
• 自治体における歯
科健診（検診）・受
診勧奨の推進

• 簡易な口腔スク
リーニングの支援
（職域／自治体）

• 職場における歯科
医療機関への受診
勧奨の強化（大臣
指針の改正）

⚫ 早期診断・早期対応
社会実装モデル事業

⚫ 健康づくりの場の整
備（運動、栄養、社会
参画等の場）

⚫ 超早期対応を可能に
する医療提供体制・連
携モデルの研究

⚫ 地域における介護予
防の取組を強化する
ため、
• 地域ケア会議、住
民運営の通いの場
等へのリハビリ
テーション専門職
等の関与を促進

• 高齢者の保健事業
との一体的実施を
推進

⚫ 更年期世代の女性に対
応する医療の推進

⚫ 男性の中高年期の健康
課題への対応の推進

⚫ 「女性の健康総合セン
ター」の機能の強化

⚫ 職場健診の機会を活用
した対応の推進

⚫ データヘルスを基盤と
した「予防医療モデル」
の構築

⚫ 保険者と地域の中小企
業等における健康づく
りの取組

⚫ 「生活習慣病」対策については、これまで健康日本21などの国民運動を促してきたところであるが、我が国の健康寿命は近年その伸びが停滞している。国民
一人一人がこうした疾病を「自分ごと」として受け止め、健康意識を高くもち、確実に行動変容に繋げることで健康寿命の更なる延伸が期待される。

⚫ 主に以下の施策を行う。
➢ 「がん」については、死因の第１位で、人口当たりの死亡率は上昇しており、社会全体の死亡率を減少させるために、がん検診を推進していく。

➢ 「認知症」については、認知症の人を含む全ての人が、その人の希望に応じて、科学的知見に基づく予防に取り組み、健康寿命を延伸する。

➢ 「更年期症状」など女性の健康課題については、就労やキャリア形成に与える影響は大きく、女性の健康課題を個人の生活の質にとどまらない社会全体の問題

と捉えて、生涯を通じた健康を確保する。

各死因別の人口当たり死亡率の推移 更年期症状を自覚し始めてから医療機関受診までの期間（女性）認知症および軽度認知障害（MCI）の高齢者数の将来推計
（人口10万対）

がん

脳血管疾患
心疾患
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50～

59歳

40～

49歳

すぐ受診した（１か月未満） １か月程度してから

３か月程度してから ６か月程度してから

９か月～１年程度してから ２年以上してから

受診していない

⇒ 更年期症状を自
覚し始めてから３
か月以内程度で
医療機関を受診
した人の割合は、
40歳代・50歳
代で約１割。

総合的な対策をとりまとめる
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令和８年第７回経済財政諮問会議 （令和８年５月22日）
資料４（上野臨時議員提出資料）を一部改変



「栄養・食生活」に係る対応の方向性

• 厚生労働省では、「攻めの予防医療」等の推進に向けた総合的な対策を取りまとめることとし、重点

領域の一つに「栄養・食生活」を位置づけた。この「栄養・食生活」については、疾病リスクの低減に

資する健康的な食事の内容や適切な摂取量等の効果的な発信を行うこととしている。

• これを踏まえ、疾病リスクの低減に資する健康的な食事の内容や適切な摂取量等について分かり

やすく示した「日本人のための食事ガイド（仮称）」の作成を行う。

• 本ガイドは、栄養・食生活に関する専門委員会の検討項目に関連するものとして、日本人のための

食事ガイド（仮称）ワーキンググループにおいて検討を行い、2026年度内の作成・公表を目指す。

４
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